
【別紙】 令和３年４月新設体制加算届出に係る要件及び添付書類
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①
当該指定特定相談事業所及び一体的に管理運営を行う指定特定相談事業所において常勤かつ専従の相談支
援専門員を４名以上配置し、そのうち１名以上が現任研修修了者であること。（ただし、そのうち３名を除いた相談
支援専門員については、業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所を兼務して差し支えない）

〇

①

当該指定特定相談支援事業所及び一体的に管理運営を行う指定特定相談支援事業所において専従かつ常勤
の相談支援専門員を３名以上配置し、そのうち１名以上が現任研修修了者であること。（ただし、そのう２名を除い
た相談支援専門員については、業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所を兼務して差し支えな
い）

〇

①
専ら指定計画相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員を２名以上配置し、そのうち１名以上が現任研修
修了者であること。（ただし、そのう１名を除いた相談支援専門員については、業務に支障がない場合は、同一敷
地内にある他の事業所を兼務して差し支えない）

〇

①
専従の相談支援専門員を2名以上配置し、そのうち1名以上が常勤の相談支援従事者現任研修修了者であるこ
と。

〇

②

利用者に関する情報又はサービスの提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開
催すること。
・「定期的」とは概ね週１回以上であること。
・議題については、少なくとも次のようなことを議事に含める。
　ア　現にかかえる処遇困難ケースにについての具体的処遇方針
　イ　過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方策
　ウ　地域における事業者や活用できる社会資源の状況
　エ　保健医療及び福祉に関する諸制度
　オ　アセスメント及びサービス等利用計画の作成に関する技術
　カ　利用者から苦情があった場合はその内容及び改善方針

〇 〇 〇 〇
過去３か月（合計12回以上を目安とする）の会議について、開催日時、開
催場所、参加者、会議の内容等がわかる開催記録

③

２４時間連絡可能な体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者の相談に対応する体制を確保していること。
・２４時間連絡体制とは常時、担当者が携帯電話等により連絡をとることができ、必要に応じて相談に応じること
が可能な体制がとれていることであり、事業所の相談支援専門員の輪番制による対応も可能である。

〇 〇 ２４時間の連絡先等が確認できる緊急体制等がわかるもの

④
当該指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対し、相談支援従事者現任研修を修
了した相談支援専門員の動向による研修を実施していること。

〇 〇 〇 〇

過去1年間に新規に採用した全ての相談支援専門員について、実施した
研修の日時、内容、同行した現任研修を修了した相談支援専門員の氏名
を記した記録。過去１年間に新規に採用した相談支援専門員が無い場合
は、その旨を記述したもの

⑤
基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に係る者
に指定計画相談支援を提供していること。

〇 〇 〇 〇

過去１年間に基幹相談支援センター等から困難な利用者の紹介があり、
当該利用者に計画相談支援の提供を開始した場合は、紹介のあった日
時、紹介元の事業所名、紹介された利用者名、計画相談支援を開始した
日時が分かるもの。
過去１年間に基幹相談支援センター等から困難な利用者の紹介が無い場
合は、その旨を記述したもの

⑥ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会に参加している。 〇 〇 〇 〇

機能強化型サービス利用支援費・機能強化型継続サービス利用支援費
に係る「基幹相談支援センターが実施する事例検討会に参加しているこ
と」の取扱いについてに準じて、過去1年間に2回以上参加していることが
分かるもの（区で参加を確認できる場合は添付は不要です。）

⑦ 計画相談支援と障害児相談支援の１月あたりの取扱い件数が４０件未満であること。 〇 〇 〇 〇
過去６か月について、月ごとに当該月の相談支援専門員の数とサービス
利用支援等の取扱件数を示したもの

A・Bの両方を提出する。
A常勤の相談支援専門員の氏名及び勤務表
B相談支援従事者現任研修の修了証の写し

要件
届出書
の項目

区への届出時の添付書類

（１）計画相談支援・障害児相談支援における機能強化型（継続）サービス利用支援費・機能強化型（継続）障害児支援利用援助費に係る届出書

旧特定事業所加算と新機能強化型の関係

（旧）特定事業所加算Ⅱ → （新）機能強化型Ⅰ

（旧）特定事業所加算Ⅲ → （新）機能強化型Ⅱ

（旧）特定事業所加算Ⅳ → （新）機能強化型Ⅲ


